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第１８回国土交通省独立行政法人評価委員会 
平成２６年８月１９日 

 
 
【家田委員長】 それでは、始めさせてもらいます。予定より十数分遅れてますけども、

ただ今から第１８回国土交通省独立行政法人評価委員会を開催いたします。まず、事務局

から定足数の確認をお願いいたします。 
【林政策評価企画官】 本日の委員会は、委員２６名のうち２０名のご出席をいただきま

したので、国土交通省独立行政法人評価委員会令第７条第１項の規定に基づき、議事を行

うために必要な定足数である過半数に達しておりますことをご報告申し上げます。 
【家田委員長】 ありがとうございました。それでは続きまして、道盛政策統括官から一

言ご挨拶を頂こうと思います。 
【道盛政策統括官】 政策統括官の道盛でございます。本日は大変ご多用中にもかかわら

ず、この委員会にご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。委員長をはじめ、委

員の皆様におかれましては、日頃より、国土交通省所管の独立行政法人の評価につきまし

て大変貴重な時間を割いてご議論を賜っておりますことに対しまして、厚く御礼申し上げ

ます。 
 独立行政法人の制度がスタートいたしまして、当委員会が設置されたのが平成１３年で

ございます。もう長い間にわたりまして、皆様方から独立行政法人の業績について厳しく

評価していただき、おかげさまで各法人とも業務の効率化・質の向上、自立的な業務運営

の確保、業務の透明性の確保などに鋭意取り組みまして、一定の成果を上げてきたものと

思っております。 
 来年度からは、先の国会で改正されました独法通則法に基づき、新たな評価制度が始ま

るわけでございますけれども、目標を設定した大臣自らが法人の評価を行うことになって

おります。具体的な評価方法はまだ検討段階でございますけれども、当委員会で長年にわ

たりまして積み上げてきていただきました様々な蓄積、これが活かされるように、そして

評価のための評価ではなく、仕事のための評価あるいは国民の皆さんのための評価といっ

たものが進められるように考えていきたいと思っております。 
 そうした中で、本日は、全１９法人の２５年度業務実績評価につきましてご報告をさせ

ていただきまして、今年３月に中期目標期間が終了いたしました２法人の中期目標期間全

体の業務実績評価につきましてご議論いただくことを予定しております。 
 国土交通省が所管する独立行政法人は数が多い上に、組織の性格や規模も多種多様でご

ざいます。その評価にはいろいろと難しい問題があると認識しております。改めまして、

委員の皆様方には、大所高所から忌憚のないご意見を頂くことをお願い申し上げ、また、

国土交通行政全般につきましても様々なご意見、そして一層のご理解ご協力を賜ることを

お願いいたしまして、私の挨拶に代えさせていただきます。どうもありがとうございまし
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た。 
【家田委員長】 ありがとうございました。それでは早速、議事に入らせていただきます。

取材のカメラ撮影はここまでとさせていただきます。まず、議題の（１）平成２５年度業

務実績評価について報告していただくことにします。この議題につきましては、各分科会

でもちろん大変に熱心にご議論いただいて、評価していただいたと。それを私が事前に説

明をいただきまして追認してございますので、評価結果そのものは確定してございます。

だから報告なんですけども。でも、素晴らしい成果を出してるＳＳとか、それから素晴ら

しくないもののＣとか、そういうものについては、やはり委員会の全体で情報を共有して

おいた方がいいと思うんで、そこら辺についてはもう少し丁寧に説明していただこうと。

こういう趣旨でございます。早速、事務局からまずはご説明をお願いいたします。 
【林政策評価企画官】 お手元の資料１をご覧ください。先生方におかれましては、分科

会における評価作業で大変お手数をおかけしまして、誠にありがとうございました。１９

法人の評価結果について委員長の合意をいただきまして、これで確定をしております。ご

報告をさせていただきます。 
 まずＳＳでございますが、今年度は水資源機構と都市再生機構でそれぞれ１件ずつ評定

が付いております。これにつきましては、後ほど各分科会長よりご説明いただきます。続

いて、Ｓ評定でございますが、多いところが港湾空港技術研究所で７つ、続いて４つとい

うのが一番多くて、１２法人ございます。続いて、Ｂ評定が４法人で１件ずつ、それから

Ｃ評定が今年度は鉄道建設・運輸施設整備支援機構で２件付いておりまして、その結果、

総合評定でございますけれども、１８法人がＡ、鉄道建設・運輸施設整備支援機構のみＢ

という総合評定となっておりまして、これにつきましては後ほど分科会長よりご説明をい

ただきます。 
 １枚めくっていただきまして、資料１－１でございますが、参考として２５年度も含め

まして過去５年間を一覧表にしたものです。ＳＳにつきましては、２３年度はありません

でしたが、毎年大体２件から３件という状況になっておりまして、総合評定につきまして

は２２年度から３年間は全法人がＡでございましたけれども、今年度は１法人がＢ評定と

いうことになっております。 
 続きまして、もう１枚おめくりいただきまして、資料１－２でございます。ちょっと字

が小さくて恐縮ではございますけれども、今年度の評価でＳＳあるいはＳが付いたものを

項目別に整理したものでございます。まず業務運営の効率化につきましては、最初の一般

管理費の事業費の削減では、ちょっと資料は見にくいんですけれども、２枚目、奄美でご

ざいますけれども、１法人でＳが付いております。次の入札・契約の適正化の推進では該

当がなく、次のその他では５法人６項目でＳが付いております。 
 続きましてサービスその他の業務の質の向上でございますが、１つ目の社会的要請の高

い課題への重点的・集中的な対応、萌芽的研究の実施につきましては２法人３項目、技術

指導につきましては３法人、成果の公表・普及・活用は５法人でＳが付いております。続
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きまして裏面でございますけれども、その他というのがかなり多くて、全部で１７法人４

８項目で、うちＳＳが２件付いております。続きまして、予算、収支計画、資金計画と、

その次のその他で、それぞれ１件Ｓが付いております。全体的にＳとＳＳの分布状況はこ

のような状況となっております。以上でございます。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。そういうような全体状況でございますけ

れども、ここからはＳＳの項目等々につきまして、各分科会長から若干のご紹介をいただ

こうというふうに思っております。まず水資源機構のＳＳ、１項目ございますので、中村

委員からよろしくお願いいたします。 
【中村委員】 本日は濱田分科会長がお休みということで、私の方からご説明をさせてい

ただきたいと思います。栄えあるＳＳ、２法人だけということで、特筆すべきことになる

んですけれども、ここの評価のところに関しましては、委員の中でも半分に実は分かれた

ところでして、ただ、専門家、こういった水資源の洪水被害、今回ＳＳ取ったのが洪水被

害の防止軽減なんですけれども、そういう専門家の方を中心に半数以上の方がＳＳと、最

低でも皆様、Ｓを付けられたと。それと、もう１つ客観的な評価として、この後ご説明さ

せていただきますけれども、各賞をもらっているということで、５年前に名張ダムの時も

ＳＳを付けさせていただいたんですけども、その後はいくつか洪水被害のところでもＳＳ

までは付けたことはなかったんですけども、今回に関しましては特筆すべきということで

ＳＳの評価をさせていただきました。 
 資料の方を見ていただきたいんですけれども、今回のものに関しましては、ご記憶の方

もけっこう多いかと思いますけれども、淀川水系を襲った台風１８号の洪水への対応とい

うことになります。淀川水系ダムではテレビに京都の渡月橋がよく出てきていて、そこで

被害があったというニュースを見た方も多いかと思いますけれども、この京都、滋賀、福

井に運用後初の大雨特別警報が出ました。その後、避難指示として約３４万人、避難勧告

として１８万人という、この地域としては初めてと言われる大規模な災害になるところで

ありました。この淀川水系のダムを水資源機構はいくつか持っておりまして、そのダムに

関しまして、放水時の操作によって下流の洪水被害をものすごい影響になるわけですけれ

ども、防止軽減をしたという事案になります。 
 ２ページ目を見ていただきたいんですけれども、渡月橋の地点とか、よくニュースに出

されていたところですけれども、この流域の降雨ですとか、桂川のところから合流してい

くつか３系あるんですけど、木津川とか合流して淀川の方に流れていくわけなんですけれ

ども、この流域の降雨ですとかダムの貯水位、あと下流の河川水位の状況などの確認です

とか予測っていうのは非常に難しいものになるんですけれども、それは最大流入量の９割

をダムに貯留し、そして洪水時に最高水位を超えた貯留を継続して、いろいろダムの状況

ですとか、それから予測、そういったものを含めまして、結果的に渡月橋地点のところに

関しましては０．５メートル水位を低下させたということになります。これだけではなく

て、琵琶湖の周辺に関しましても内水対応をしたりとか、淀川全域で洪水調整して、オー
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ル水資源の力を結集しまして災害対策を行ったということになります。 
 ３ページを見ていただきたいんですけれども、この渡月橋の映像はテレビでもよく流れ

ていたところなんでございますけれども、もしこれがダムの調整がなかったときというの

は、この上です。逆に０．５メートル低下させたので、０．５メートル上昇っていう形に

なるんですけども、下の図を見ていただいても分かるとおり、嵐山地区の２倍の戸数家が

浸水してたであろうというところに関しまして、災害の規模を最大限に減少させたという

ことで、１万３，０００戸の家屋浸水、約１．２兆円の効果があったというふうに推定さ

れています。もちろん、たくさん人の住んでいるところですので、こういう戸数が出てき

たんだろうという考え方、私も元々こういう洪水の専門家ではないですので、その差とい

うことが、評価という意味では、比較対象ということになるんですけれども。 
 この４ページ目を見ていただきたいんですけれども、今回の連携操作によって土木学会

の技術賞というのと、ダム工学会の技術賞ということと、それからもう１つは日本ダムア

ワードって、これはダムの愛好家って言ったらいいんですか。そういった形の方たちが、

これは素晴らしいということであげた賞という、３ついただいてるんですけれども、主に

土木学会の技術賞ですとか、ダム工学会の技術賞というのは、特にダム工学会技術賞とい

うのは今回初めて維持管理が受賞対象ということで、通常はダムができた時に、例えばこ

ういう技術をということで出ていたことが多いものなんですけども、こういう操作に対し

て受賞対象と初めてなったと。それだけ素晴らしい技術であったということで客観的に評

価できると。 
 土木学会の技術賞に関しましても、平成２１年の名張ダムの時に次いで２回目の受賞と

なるわけですけれども、逆に管理業務が技術対象となるのは非常にまれなことでありまし

て、そういった意味でも客観的に素晴らしい功績を残したということがあります。分科会

の中でも、そうは言っても被害が軽減できたのは事実だけれども、被害も出ていたという

国民感情に関しましても考慮する必要があるんじゃないかという意見もありましたけれど

も、やはり人命に深く関わるダムの調整、しかも元々そういう災害を未然に防ぐためのダ

ムというものではありませんので。 
 ただ、そういう高度な技術と、それから過去の経験を生かし、予測と操作をうまくかみ

合わせて緊急時に的確な判断をしたというのは、今度、近年最大の降雨などが多発してる

中、将来のダムに関する洪水対策の重要な事例であるといった高い評価、特に技術者の方

の評価の意見が非常に大きく、今回のこの技術に関しましてはＳＳ評価が相当であろうと

分科会の方で評価したものでございます。以上です。 
【家田委員長】 どうもありがとうございました。質疑は後でまとめてやることにして、

続きまして都市再生機構のＳＳが１項目ございまして、長沢分科会長からご説明いただこ

うと思います。 
【長沢委員】 都市再生機構の方、２５年度と、あと中期目標の方で同じ項目にＳＳを付

けさせていただいておりますので、併せてご説明させていただきたいと思います。お手元
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にＳＳ評価理由として資料１－４をお配りさせていただいておりますので、それをおめく

りください。 
 １ページ目のところでございますが、これは２３年度から２５年度までの復興事業の進

捗の段階と、それに応じたＵＲの取り組みをまとめたものでございます。ＵＲは震災発生

直後から復興支援に取り組んでおりまして、現地の方に人を派遣したというようなことを

やっております。今回、ＳＳと評価した２５年度におきましては、この事業の本格実施の

段階に入りました。 
 具体的には資料の右側の赤字部分でございますけれども、２５年度面整備における新た

な発注方式、コンストラクションマネジメント、この方式の導入を昨年度から進めており

ますけれども、これを本格実施して確実な運用をするということで、事業の加速化を図り

ました。それから、２番目として、災害公営住宅の早期着工、着実な完成。これも目標に

持っておりまして、これは、２５年度は生業や生活にかかるソフト面での支援ということ

に力を入れられておりました。 
 実施体制としては復興支援体制の強化。これは、平成２６年３月時点では、２５年度の

終わり、この辺は３３２名を現地に派遣するということで、昨年度に比べてさらに人員を

１１２名ほど増やしております。それから、先ほどのＣＭの関係でございますけれども、

復興事業特有の事業実施段階での現場条件の変動により、コスト、それから工期、様々な

課題が発生いたしました。それをＵＲのノウハウを活用した全体のコントロールにより、

様々な現場条件に応じてＣＭ方式をいかんなく機能させ、工期コスト両面での目標を遵守

したと。 
 お手元の資料の５ページ目をご覧いただきたいと思いますが、これは実際に現場でＣＭ

方式を基に野蒜地区というところで、これは工事を行っていたのですけれども、この６ペ

ージ目の方にＵＲが発注者として、ノウハウが生かされたというのが具体例として挙げら

れておりますが、ここのところ、ちょっと図では分かりにくいのですが、これは早期の再

開が目指されている仙石線の復旧工事にかかる工事でございます。 
 搬出土量が大幅に増えて、搬出先の変更という条件変更が求められる中で、そういう土

量の変更、搬出にベルトコンベアを利用したいというマネジメントの方から提案を受けた

と。当初計画されていた都市計画道路の形、これが６ページ目の真ん中の黄色い点線の部

分でございますけれども、これですと、もう既に再建の住宅が建ち始めていて、住民にも

影響が出るだろうということから、山を迂回して道路線を形を変えるというようなことに

よって搬出土量を大幅に削減したというようなことがございます。 
 すいません。今のご説明は、上の方のちょっと山型の上の箱の中の左側のところに赤い

点線がございまして、ここのところの説明でした。点線のところの道路を通そうとされて

いたのを、この山のところを越えて道路の形を変えたということだそうです。下の黄色い

線のところはベルトコンベアなんですけれども、ベルトコンベアの線を当初は点線のとこ

ろでやろうとしていたのを、この二重の線の方で回してやったと。これは機械的にそれを
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やらせたのでは、いろいろな住民環境とか、それから安全性といったような問題が出てく

るというリスクを考慮したルートを選定したのですけれども、そこら辺のところにＵＲの

今まで培ったノウハウとか、それから調整力といったものが生かされたというような事例

でございます。 
 それから、そのほかにもＵＲの方で区画整備事業で実施してきた起工承諾。区画整理事

業で仮換地を行い、それが終わらないと事業に着手できないといったようなことでは事業

が遅れてしまうということから、区画事業で実施してきた起工承諾というノウハウを生か

して、かなり工事の前倒しをして早い工事着工にこぎつけたということでございまして、

平成２４年度６地区に対して、２５年度は２２地区すべての受託地区で工事着工にこぎつ

けたというような実績がございます。さらに、このコンストラクションマネジメントとい

う方式でございますけれども、４ページの方にコストの低減方策ということで、コストプ

ラスフィーという方式を使われて、コストの方も非常に低減化をするということが行われ

ました。 
 それから、さらに災害公営住宅の整備におきましては、これは最後の１０ページのとこ

ろをご覧いただくとよろしいのですが、コミュニティの形成や高齢者福祉などに配慮した

住環境の確保に努めて、６地区３６５を完成させ、引渡しに至りました。この３６５地区

というのは９ページの方の表の方に出ておりますが、２４年度末、これは調査設計箇所が

１，５８３、６３５とあったわけですけれども、２５年度末の時点ではそれが３６５は引

渡し完成済みに至ったというような状況でございます。 
 先ほどの１０ページの方ですが、これは同じ災害公営住宅を造った時に、マルシェ広場

とか、みんなの道というようなことが図の中に書かれておりますけれども、単に建てるだ

けではなく、コミュニティを形成するということにも配慮されて造られたという事例でご

ざいます。 
 それから、いろいろ順番が前後して大変恐縮ですけれども、この３ページのところには

ＣＭ方式の全体の枠組みというようなことが書かれておりまして、これは、２４年度は導

入したということだったのですけれども、この２５年度はそれを本格的に実施し、ＵＲの

ノウハウを活用して着実にそこのところを広げていって、数字もかなりいろんな実績を残

されております。 
 先ほど、工事着工地域に関しては６地区から２５年度末は２２地区というふうにご説明

させていただきましたけれども、そのほかにＣＭ方式による工事発注実績としては、２４

年度末に５地区だったものが２５年度末１９地区と。それから、事業受託地区数も２４年

度末から倍増しておりまして、こういった実績が非常に素晴らしいということでＳＳの評

価をさせていただきました。委員７名おりますけれども、大多数の方の意見はＳＳという

ことで、今年度２５年度の評価とさせていただきました。 
 また、中期に関しましては、昨年もこの項目ＳＳでしたので、東日本の災害復興という

のが２３年度からで、２３年Ｓ、２４年、２５年をＳＳということから、中期の評価とし
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てはＳＳという評価にさせていただきました。以上です。 
【家田委員長】 どうもありがとうございました。それでは引き続きまして、鉄道建設・

運輸施設整備支援機構の評定につきまして、前川分科会長からご紹介をいただこうと思い

ます。 
【前川委員】 今度は低い評価の説明で大変恐縮でございます。ご説明いたします。 
 背景ですが、ちょうど昨年、北陸新幹線の融雪・消雪設備工事にかかる談合事案が発生

いたしまして、何度か新聞等でも報道されました。その後、調査が続きまして、今年にな

りまして、３月、機構職員２名が官製談合防止法違反で起訴され、そして今年の３月、公

正取引委員会が当機構に改善措置要求を申し入れました。こういう状況でして、機構が第

三者委員会を設置して、現在も調査、それから当面の対応がとられたところですが、今も

進行中です。先月、機構職員が東京地裁から有罪判決、執行猶予は３年。そして、２名の

職員が処分をされたという状況でございます。 
 この数年あるいは震災以降、建設の公共調達の環境がかなり変わり、入札不調がいろん

なところで起こってることはご存じかと思います。一個人が悪意で起こしたというもので

あれば話は違いますが、実際は、入札不調が繰り返されることによって工期を大幅に遅れ

てしまうことが背景にあります。それによってプロジェクトが予定どおり進まないという

圧力の中で談合が起こったわけです。いわゆる市場から安く品質の良いものを適切に調達

するという機構の業務そのものにかなり深く関わるものであるという認識で、われわれは

評価を続けてきました。 
 調査の結果をいただきながら、昨年度、実際に公共調達の詳細も上がってまいりました。

こういうことが起こらないと、本当に現場で起こってることの詳細も、必ずしもよく分か

らないこともあります。機構の運営の中の項目で、機構の業務の適切な実施のための取り

組みということについては、中期目標からまだ遠いと判断いたしました。 
 同じように、随意契約の見直し等につきましても、これは関連することでございますの

で、同様でございます。既に理事長ならびに職員は、機構の業務中心的なことであるとい

うことを十分認識されて、一個人の問題として矮小化して処理するようなことは一切しな

いということを明言されて、意識高く持って進めていただいておりますので、適切な業務

改善がなされるというふうに私どもは期待をしております。しかし、ちょうどＰＤＣＡの

Ｐに来たということですので、まだＤＣＡを見る状況ではございません。したがいまして、

その期待感は今回の２５年度の評価には盛り込まず、Ｃといたしました。 
 これから評価が上がってくることを私どもは期待しております。総合評価につきまして

は、委員も迷ったところですがＢといたしました。実はＳの項目も複数ございまして、船

舶につきましては、項目２つは過去の中で最も高い数字を弾き出した。非常に良い仕事が

なされました。鉄道建設につきましては、三陸鉄道の早期復旧、専門になりますけれども、

かなり高い技術開発がありまして、土木学会と地盤工学会の技術賞を同時受賞しています。

それがさらに現場で展開されて急速施行が実現されたというようなこともありまして、平
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均すればＡかなという目ももちろんありました。 
 一方で、先ほどの法人の性格という意味では、中期目標型というところの性格がやっぱ

り強く、総合的に考えたときに、迷ったとすれば厳し目に評価をさせていただいて、これ

は犯人探しの話ではございませんで、業務が改善されることを後押しするというふうに使

っていただければと思います。期待感は今回は取り除きまして、Ｂという形で総合評価を

出させていただきました。以上です。 
【家田委員長】 どうもありがとうございました。ＳＳの評価と、それから個別項目では

Ｃ、それから全体の評価ではＢという法人、３件について追加の説明をいただきました。

皆様方からご質問、コメント等ございましたらお願いしたいと思います。いかがでしょう

か。よろしいでしょうか。それでは３名の分科会の方々、ご説明ありがとうございました。

以上で議題（１）の平成２５年度の業務実績評価の報告は終わらせていただきます。 
 続きまして議題の（２）、中期目標期間における業務の実績に関する評価、今回の対象法

人は都市再生機構と奄美群島振興開発基金、この２件でございます。ご案内のとおり、こ

れは分科会の決定事項ではなくて、この委員会で決定する事項ですので、審議事項という

ことになります。それでは早速、事務局よりご説明をお願いいたします。 
【林政策評価企画官】 まず、資料２をご覧ください。今回対象となります２法人につき

まして、それぞれの評定分布状況をまとめたものでございます。総合評定はいずれもＡと

なっております。 
 それでは、１枚おめくりいただきまして、まず都市再生機構でございます。１枚表紙が

付いておりまして、その次にＡ３の総括表というものが付いております。評価書の本文は

大変膨大でございますので、この総括表に従いまして、ＳあるいはＢという、Ａ以外のと

ころについてご説明をさせていただきます。 
 まずＳＳの項目１つあったわけですけれども、先ほど分科会長からお話があったとおり

でございます。 
 続きまして、Ｓの事項が３項目ございました。まず１つ目ですけれども、住宅セーフテ

ィネットとしての役割への重点化ということで、高齢者、子育て世帯等への適切な賃貸住

宅の供給に資する方策について、いくつか取り組みを実施されたということでございまし

て、例えば既存の賃貸住宅の入居者募集におきまして、高齢者、子育て世帯のみを対象と

した優先申込み期間を設定したということに加えまして、さらにＵＲの賃貸住宅に入居し

た場合には、家賃を５％割り引くという制度に拡充し、また、対象団地も賃貸住宅団地の

約７割に拡大をしたということで、平成２５年の９月から２６年の３月まで、契約の実績

を８８５件まで伸ばしていまして、住宅のセーフティネットについて様々な取り組みを実

施しているというのが１項目目でございます。 
 続いて、裏のページになりますけれども、２項目目が環境への配慮でございます。地球

温暖化対策実行計画を着実に推進いたしまして、平成２５年度末までにＣＯ２の排出削減

量を、１７年度との比較で１万４，０００トン削減という目標でございましたが、２３年
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度に前倒しで達成をされたということ、さらに２５年度末時点では約２万７，５００トン

まで削減をされているということでございます。 
 続いて３項目目ですが、これは一般管理費、事業費の効率化、総合的なコスト構造の改

善ということでございまして、一般管理費につきましては２０年度比で２０％以上の削減

という目標に対して、２０．１％を削減したということ。続いて、事業費につきましては、

２０年度比２０％以上の削減目標に対して２７．９％を削減したということでございます。 
 続いて、Ｂの事項でございます。これが１項目ございまして、ニュータウン整備事業で

ございます。ニュータウン用地の供給・処分につきましては、リーマンショックなどの厳

しい環境のために低迷いたしまして、最終的には、元々数値目標２，６００ヘクタール以

上であったのが、実績は１，６３４ヘクタールということで、目標の６割という達成率に

なっておりまして、これについてＢの評価が付いております。以上、ＳＳが１項目、Ｓが

３項目、Ａが１６項目、Ｂが１項目ということで、総合評定といたしましては、中期目標

の達成状況として着実な実績をあげていると認められるということで、Ａとなっておりま

す。以上でございます。 
【家田委員長】 ありがとうございました。以上ご説明いただいたのが、分科会でお作り

いただいた評価のたたき台でございますが、長沢分科会長から補足のご説明がありました

らお願いいたします。 
【長沢委員】 簡単ではございますが、それでは審議の過程についてご説明をさせていた

だきたいと思います。評価の審議に当たりましては、２回ほど分科会を開催いたしました。

１回目の分科会において、機構による自己評価についてご説明をいただき、それを基に各

委員に事前評価とご意見を提出していただきました。そして、その事前評定を集計結果、

いただいたご意見を基に私の方で評価聴取案を作成し、パブリックコメントを経て２回目

の分科会にお諮りし、評価を決定いたしました。 
 個別項目の評価について簡単にご説明させていただきますと、先ほどＳＳとさせていた

だいた、東日本大震災からの復興にかかる業務、これは先ほどの説明で省略させていただ

きます。そのほかＳ評価は３項目付けましたが、住宅セーフティネットとしての役割への

重点化につきましては、団地において高齢化が進む中で、特にＵＲさんの方の団地は高齢

化のスピードがより早いというようなことがございますが、その第三期中期目標期間につ

ながる様々な目標を行ったということを高く評価するというご意見が大多数でしたので、

Ｓ評価とさせていただきました。 
 それから、Ｂ評価を付けたニュータウン整備事業につきましては、ニュータウン用地の

供給・処分の実績が中期目標に達していないということによるものですが、リーマンショ

ックという厳しいショックの後の厳しい市場環境の中で約６割の達成率であったことを踏

まえれば、低位ではありますが、おおむね着実な実績をあげたというＢの評価の範囲には

入るであろうということで、Ｂ評価ということをさせていただきました。総合的に評価し

た結果、中期目標の達成状況としては着実な実績をあげていると認められることから、総



10 
 

合評価はＡというようにさせていただきました。以上でございます。 
【家田委員長】 ありがとうございます。それでは、ただ今の都市再生機構の評価につき

まして、皆さんからご質問やご意見を賜りたいと思います。いかがでしょうか。はい、ど

うぞ。 
【角（紀）委員】 ちょっととんちんかんなことを言うかもしれないんですけれども、時々、

このＵＲってマスコミにものすごくたたかれてますよね。ただ今の評価を伺っていると、

Ａ評価であると。それは、この独法の評価委員会っていうのは、大臣とか、それから法人

自身が立ててきた目標がどこまで達成されたかっていうことを評価して、かつ、その情報

自体も、評価委員会が自ら探すというよりも、向こうから提出されたものを前提にして評

価をするというので、評価自体についてではなく、何となくその辺りがいつもどこか釈然

としないところがありまして。 
 たぶん個別の法人の評価っていう話ではないんだと思うんですけれども、たぶんそれ、

今後も大臣が評価になる制度が変わった場合なんかだと、世の中的にはそもそもレーゾン

デートル自体さえもクエスチョンマークを付くようなものがあったとしても、ただ出して

こられた、目標を上手に立てるとＡになるっていう、その辺りをどういうふうに考えれば

いいのかっていうのがちょっとよく分からないんで。この独法評価委員会はこれで店じま

いでよろしいんですけど。でも、これ、何か独法の評価の永遠の課題のような気がします。 
【家田委員長】 永遠の課題でしょうね。 
【角（紀）委員】 ちょっとここの話題と少しずれてるかもしれないですけれども。 
【家田委員長】 先生、おっしゃったのは、都市再生機構固有の問題っていうよりは、全

般ですね。 
【角（紀）委員】 ええ。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。都市再生機構の評価についてご質問。山

田先生。 
【山田委員】 先ほどのＳ評価の時に、ＳＳ評価で使われた資料の７ページ目あたり見て

ましても、都市区画整備事業も非常によくやってこられたところ、特に、宮城県や岩手県

などの災害復興に非常に経験が活かされているということは私も高く評価したいんです。 
 といいますのは、１０カ月ぐらい前、東北の復興局の方が私のところ来られて、困って

るんだと。ちょっとした高台移転をしようと思うんだが、地権者が２，０００人ぐらいお

り、全部の判子をもらっていたら何年かかるか分からない。こうしたときにはどうすれば

いいんだろうかと。そういうことに対して、このＵＲが、今までの、特に大都市と大都市

近辺における住宅供給、土地区画整備事業の経験を活かすことができたということは非常

に重要だったんです。 
 というのは、２，０００人の地権者がいると、２，０００人分の判子がいるわけですが、

日本中で、今、防災のための緊急事業をやろうとすると、ほとんどの時間が土地の収用に

取られてしまいます。それでは緊急性が確保できないということになります。これに対し
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て、非常に工夫されてる事例があるということで、東北３県の担当の方にこれに対応した

専門家を紹介したことがあります。こうした状況の中で、いろいろと工夫されて対応して

きているというところを、私は非常に高く評価したいと思います。そうした面をもっと前

向きに取り上げてあげるという評価委員会のやり方もあり得るんではないでしょうか。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。コメントですね。ご質問はございません

か。はい、どうぞ。 
【福井委員】 ＳＳ評価理由のところの３ページに、ＵＲ版コンストラクションマネジメ

ント方式というところに、ＵＲが先導的に導入と書かれてます。これの読み方は、こうい

うコンストラクションマネジメント方式というものを日本に初導入したのがＵＲ、そうい

うふうに考えていいんですか。 
【長沢委員】 よろしいでしょうか。国交省の方のホームページによると、そのコンスト

ラクションマネジメント方式というのは１９６０年代にアメリカで始まった建設生産管理

システムで、なかなかわが国では、それを導入しようと思っても、それは成功してなかっ

たと。それがＵＲさんの方で導入して成功させたというのが昨年度の評価に結びついたと

思います。ここら辺は、ほかのＵＲの分科会から来られてる委員の方がお詳しい先生方が

いらっしゃいますので、ご説明を補足していただいたらと思います。 
【野城委員】 厳密には、過去にもこういった事例はございますけど、公共工事でこれだ

け大規模な事例は初めてだということだと思います。良い面と悪い面がございまして、管

理者、マネージャーがしっかりしてないと青天井にコストが上がっていく可能性も持って

います。 
 しかし、逆に、今お話もありましたように、事業進めている途中で予想せざることがお

きたときに柔軟に変更できます。良い面と悪い面を持ってるというところではありますけ

れども、結果的には、ＵＲは、その悪い面については、先ほど説明中にございましたよう

に、青天井に上がらないような工夫をしながらも、途中で事業を変更できるような柔軟性

を持たせています。かつ、その分離発注分についてもオープンブック方式で管理していま

す。公共プロセスのコストに対するアカウンタビリティは強く求められてますけれども、

サブのパッケージがいくらだったかということも検証できるということも実現しておられ

ます。類似例はありますので、完全に初めてではありませんけど、これだけ大規模で、か

つ成功裏に収められたということは高く評価できるのではないかなと思います。 
【家田委員長】 ほかにご質問ございませんか。どうぞ。 
【安河内委員】 すみません。素朴な、ちょっとピント外れてるかもしれないんですけれ

ども、質問させていただきたいんですが。１項目で、一般管理費と事業費の効率化という

ことでＳが付いてますが、このＳＳのように、東日本の大震災などに積極的に関わったり

なさって、非常に大変な、つまり中期目標を作った時にはなかったような事業にもいろい

ろ対象を拡大して対応なさっていると思うんですが、その中でこの一般管理費やコストを

削減できたっていうことが大変なことなんじゃないかというふうに私は感じたんですけれ
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ども、その辺りをもう少し教えていただけないかと思いまして。 
【家田委員長】 ご質問ですね。ここ、僕も聞こうと思ったんだけど、この表現だけ見る

と、コストの単位みたいなものを下げようとしてるのか、仕事の総量を下げろって言って

るのか、一般管理費比率を下げるって言ってるのか、一般管理費の総量を下げろって言っ

てるのかで、ずいぶん意味が違ってきますよね。この表現からすると、何か業務自身をす

るなって言ってるような、どんどん減らしちゃえと言ってるような感じがするんだけど、

そういう意味でも本当はないんじゃないかと思って、聞こうと思ったところでございます。

関連して発言させていただきました。これは事務局からご説明いただきましょうか。 
【千葉住宅局総務課民間事業支援調整室長】 住宅局総務課の担当室長の千葉でございま

す。補足的にご説明させていただきます。例えば、一般管理費の効率化で平成２５年度ま

でに２０％削減という、そういう中期目標を掲げてやって参りましたが、例えば平成２０

年度スタートした時点で１０５億の一般管理費がございました。それを毎年均等で削減し

た場合に比べまして、それに比べてより早い削減をし、平成２５年度は８４億まで下げて

ます。 
 仕事との兼ね合いのお話でございますが、やはりここは中期目標の期間中に発生した東

日本大震災の対応で、人も大体４，０００人ぐらいから、今、３，２００名程度まで削減

する中で、現時点では４００名の人を割いてます。その分、例えば役割を小さくしなさい

と言われてるような部門、そういういったところの削減を徹底する中で、うまく兼ね合い

を取りながらやってるものです。 
 ただ、やはり私どもの目から見てもギリギリな状態で、東日本、特に事務所の方に張り

ついてますから、そういったところで大変な状態ではあろうかと思うんですが、一方で、

これまで蓄積しているノウハウを、逆にこうした国に役立つというような観点でやってる

っていうことで、職員の意識は非常に高まっていると。ただ、やるべき仕事の手を抜いて

るというようなことはなくて、そういう全体の業務のバランスをしっかり取りながら、役

立つところでしっかり汗をかく。そういう中で、一般管理費の目標についても、しっかり

削減の目標を達成させていただいてると。そういうふうに理解していただけたら結構かな

と思っております。 
【安河内委員】 ありがとうございました。この項目だけ単独で見ると、例えば一般管理

費は２０％のところが２０．１％の削減で、事業コストは２０％以上が２７．９％の削減

で、これではちょっとＳというふうには言えないんじゃないかと。これだけ単独で見ると。

ですけど、今ご紹介いただいたように、大変な仕事をなさってる中でこれを達成してるっ

ていうところが、たぶんこれがＳ項目になっている理由なんじゃないかと思いますので、

それにしてはちょっと言葉が足りないのではないかと思いますので、その辺りをもう少し、

そういう、目標を立てた時にはなかった事業まで含めてやっているのにこれが達成できた

っていうところを評価してるということをもう少し書き込まれた方がよろしいんではない

かと思います。 
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【家田委員長】 ありがとうございます。この評定理由っていうのを書く欄があって、そ

このところに今ご説明いただいたような事情とか、何かもうちょっと書き込む余地はある

んですよね。少し説得力がないと。説得力っていうか、苦労の度合いが書いてないと分か

んないよね。とにかく仕事やらなきゃ達成できるっていう話じゃないんだから、今のご意

見、反映していただけたらと思います。ほかにいかがでしょうか。 
【村本委員】 １点だけ宜しいですか。ＵＲさんの最大の問題点は、従来から言われてる

ように累積債務が７００億から当初あったわけです。第一期中計に大体３，０００億ぐら

い減らして、今回、２，０００億ちょっと減らしたわけですね。第三期中期計画中にはな

くなるだろうということですけれども、要するに、これだけ減らして大変な業務をやって

いる点を、要するに累積債務を相当減らしたことをもうちょっと明示的に評価してもいい

という感じがします。今、コストの話がありましたけれども、事業環境がこういう状況で

すから、たぶん相当努力されているはずなので、累積債務問題についても相当な努力があ

ったというような評価をもうちょっとした方がいいのではないかという印象をちょっと受

けましたが、その辺はいかがでしょうか。 
【家田委員長】 具体的におっしゃっていただくと、１９ページ、２０ページあたりです

か。 
【村本委員】 具体的には、例えば、A３資料の３ページ、ちょうどＡ評価のところの、財

務内容の改善に関する事項というところですね。ここのところで、２，２００億の目標に

対して２，３４４億、１０６％達成しているわけですけれども、１期に比べるとこの金額

は少ないのですが、２期中としては目標に対して１０６％ということですから。 
【家田委員長】 Ｓにしろというご意見。 
【村本委員】 そういうわけじゃなくて、その辺をもうちょっと表現の中で表してもいい

かなという、そんなような意見です。 
【家田委員長】 この評価書の方に文章が入ってるんで、おっしゃってるのは１９ページ

から２０ページですね。 
【村本委員】 そうです。 
【家田委員長】 もうちょっと文言をどうこうするっていう。 
【村本委員】 ２０ページの一番上ですけども、ここであっさり書いてあります。 
【家田委員長】 まあこんなもんじゃないですかね。 
【村本委員】 そうですか。 
【長沢委員】 ここら辺は、計画に合わせて着実にこなしてこられてるという評価でＡと

いうところだと思います。さっき角先生からのお話があったんですけれども、やはり日頃

ＵＲさんが言われているのは、有利子負債とか繰越欠損金が多いという問題をどう解決す

るのかといったことに発してるということもあろうかと思うんですけれども、先ほど山田

委員からご指摘いただいたように、本当に大変なご苦労をいろいろ東日本大震災でやって

るというようなことを見ていただくとよろしいかなと思います。 
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【家田委員長】 ありがとうございます。ほかにご意見、ご質問はございませんか。それ

では、判定に入りますけれども、ただ今の都市再生機構につきましては、まず先ほどの評

価調書では１７ページのところに一般管理費、事業費の効率化というところがあって、そ

の真ん中辺のところに、何でＳかっていう理由を書くところがあるんですけど、そこのと

ころに先ほどご指摘いただいたような事情がもう少し書き込んでいただくということを前

提としまして、原案のＡとかＳとか全体の評価にしてはどうかと思いますけども、いかが

でございましょうか。 
（「異議なし」の声あり） 

分科会長、そういうことでもよろしいですか。 
【長沢委員】 はい。 
【家田委員長】 ありがとうございます。それでは、都市再生機構につきましては評価が

確定いたしました。引き続きまして奄美群島振興開発基金の業務実績評価について審議を

していただくことにします。まず事務局よりご説明をお願いいたします。 
【林政策評価企画官】 それでは、資料２－２をご覧ください。１枚おめくりいただきま

して、総括表に基づいて説明いたします。まずＳが３項目ございます。１つ目が一般管理

費の削減、平成２５年度におきましては２０年度比で目標を上回る１５．７％に相当する

額を削減しておられます。人件費につきましては、こちらも２５年度におきまして、１７

年度比で目標を上回る２２％に相当する額を削減しているということでございます。 
 続きまして２つ目、補償業務の事務処理の迅速化でございますが、標準処理期間内に処

理が行われますように、関係機関に対して受付前の事前協議を徹底するなど周知徹底を図

った結果、中期目標期間中のすべての年度におきまして標準処理期間内に処理していると

いうことでございます。 
 同様に３項目目でございますけれども、融資業務の事務処理の迅速化、こちらも中期目

標期間中のすべての年度において標準処理期間内に処理しているということでございます。 
 以上、Ｓが３項目、Ａが７項目ということで、総合評定はＡということでございます。

その評定理由でございますけれども、一般管理費の削減、事務処理の迅速化については優

れた実績をあげている。また、業務運営体制の効率化などについて着実な実績をあげてい

る。一方で、財務内容の健全化については、単年度収支の改善等が図られているものの、

リスク管理債権割合、それから累積欠損金の解消など、引き続き課題が残されているとい

うことで、全体的には着実に実績をあげていると認められるということで、総合評定はＡ

ということになっております。以上でございます。 
【家田委員長】 ありがとうございました。それでは、先ほどと同様に、分科会長の堀田

先生より補足のご説明をお願いしたいと思います。 
【堀田委員】 堀田です。人件費の見直しとか業務の効率化などによりまして、収支の改

善というのは見られておりました。基金としての経営努力はかなり進められて、その成果

も認められると思いますけれども、経営の現状というのは非常に厳しい状況にございます。
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とりわけ、事業の特性から、脆弱な奄美経済の状況に大きく影響を受けておりまして、基

金単独の経営努力だけではこの先の改善には限りがあるだろうという感想であります。そ

の意味から、基金を含めました自治体や経済団体などとの連携強化というのがおそらく最

大の課題だろうと思います。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。それでは、皆さんからご質問やご意見を

いただきたいと思います。はい、どうぞ、井出先生。 
【井出委員】 今のＡ３横長の資料におけるＳの理由を拝見しますと、例えば目標１５％

に対して１５．７％とか、標準処理期間内にすべて処理しているという説明です。文言か

ら判断する限りは、順調にやっていると判断されます。目標を超えてというと、何が超え

てるのかが分からないので、ご説明ください。 
【家田委員長】 では、とりあえず事務局から。 
【笠間国土政策局特別地域振興官付調整官】 すみません。国土政策局の特別地域振興官

付調整官をしております笠間と申します。一般管理費の削減につきまして、こちら、国土

交通省の所管する独立行政法人の中ではほぼ一番小さい方かと思いますけれども、役員に

ついては理事長と理事の２名、あと非常勤の監事が２名ということになっておりまして、

職員については１８名というところで、実は総勢２０名という所帯でこの基金をやってご

ざいます。 
 基金としてやっております業務というのが、今回も出ておりますけれども、融資業務と

保証業務、この２つの金融業務となっておりまして、なかなかほかの独法さんに比べて、

その事業っていうものについては、まさに金融系の事務処理、当然、融資とか保証するに

当たっての現地の調査等ございますけれども、なかなか一般管理費として削減できるとこ

ろは少ないという状況の中になっておりまして、その中でも１５％の削減ということをや

ってございます。 
 また、この中に文章としてはあまり書ききれてないところではございますけれども、こ

の中に実は、独法におきまして、人事の配置だとか、あるいはいわゆる降格人事、そうい

ったことについてはこれまで手をつけてなかったようなことがございます。これについて

は、実は平成２４年度、２５年度にかけまして、こちらについて、新しく平成２２年に参

りました、民間の金融機関の経験者である理事長が来られまして、全体的な業務の適正化

ということもやっていただいたんですけれども、そういったことに併せまして、そういっ

た人事配置あるいは人事における評価制度というものを、こちらは職労といろいろと話し

合いまして、そういったものを入れた上で、実際に降格人事なども行って、そういった結

果、実際に実績としては数字になってございますので、これについてはＳでもいいだろう

というようなことでやってございます。 
 また、事務処理の迅速化につきましてですけれども、こちら、奄美群島全体で大体ＧＤ

Ｐが２，３００億ぐらいなのですけれども、主にまさに平成２１から２５年度ということ

につきましては、大体、奄美につきましては、全国的な経済の波というのが少し遅れてや
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ってくるという状況がありまして、基本的には奄美については右肩下がりという中の経済

の中で、業務量としましては、大口のところである、建設業だとか、あるいは大島紬とか、

そういった伝統的な産業についてはほぼ沈んでいった中で、かわりに中小の産業が立ち上

がっていくというような状況の中で、基本的には全体に右下がりになってる中でして、そ

ういった中において、比較的、農業とか、そういった小口のところをかき集めるような形

でこの業務をやってる中で、そういった比較的新しい、これまであまり産業として目を向

けてなかった層と付き合っていった中での、この数字になってございますので、ちょっと

文章としてはあまり書いておりませんけれども、そういったことも含めまして、新しい、

特に一番最初の資金の借り方というのは、こういった金融系の手続きとかが分かっていら

っしゃらない方が多くいらっしゃる中で、いろいろと指導した中でやってる数字なので、

そちらについては評定としてもＳを付けさせていただいて、そういった評価をしていただ

いております。 
【家田委員長】 井出先生、いかかでしょうか。 
【井出委員】 評価の理由をしっかり書いていただかないと、これだけではＳとは認めら

れないです。例えば、一般管理費のところでは、人事評価制度を新たに導入して、降格人

事を含めて抜本的な刷新を行ったですとか、保証業務に関しても、全国的な景気の低迷で

目標達成がきわめて難しいと見込まれる中で新規融資先を開拓し何とか達成にこぎつけた

などと書いていただかないとＳとは認められないのでよろしくお願いします。 
【家田委員長】 判定理由のところをもう少し丁寧に説明してくださいというリクエスト。

分科会長、どうですか。 
【堀田委員】 ごもっともかなと思います。人件費に関してですけれども、これは本当に

聖域ではないかと思われるぐらいの切り込みでして、これ以上、人件費の削減により収支

の改善を図っている部分って非常に大きいのが実態です。そういう意味では、これをこの

まま続けていられるはずもなく、この状況だけで解決できるような話ではない。そういう

意味で、本当に最後の聖域のところに積極的に切り込んでいるということを、これは評価

せざるを得ないぐらいの状況であるというふうな理解をしています。 
【家田委員長】 今のところは、そうすると、もう少し理由のところは加筆していただく

ようなことでよろしいですか。 
【堀田委員】 そうですね。 
【家田委員長】 ほかにご質問、ご意見、いかがでしょうか。ございませんか。それでは、

ご意見も尽きたようでございますので、奄美群島振興開発基金の評価に移りたいと思いま

す。私、委員長の案といたしましては、先ほどの、一般管理費の削減（１）（２）（３）に

相当するところなどの判定理由をより丁寧に書くという前提で、判定は原案どおりという

ことでいかがかと思いますが、どうでしょうか。よろしいですか。 
（「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。分科会長、よろしいですか。 
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【堀田委員】 ありがとうございます。 
【家田委員長】 それでは、そういうことで確定させていただきます。以上で議題の（２）

が終了いたしました。最後、議題、その他でございますが、事務局の方で何かございます

でしょうか。 
【林政策評価企画官】 特にございません。 
【家田委員長】 委員の皆さんからご発言いただくようなことはほかにございませんか。

よろしいですか。それでは、以上をもちまして、予定していた議題とその他の議題もすべ

て終わることにいたしたいと思います。 
 何かちょっと頭になかったことが書いてありますね。今回でこの評価委員会は最後にな

るそうですので、委員の皆様から、これまで独法評価に関わった所感や、来年度以降の評

価に関して特に事務局に伝えておきたい厳しいご意見につきまして、順番に１分程度でお

願いしたいということでございますので、順番に１分程度。あと１０分ですので、１分や

ってると足りないので、３０秒ぐらいで一つお願いしたいと思います。では、どちらから

にしようかな。まずは福井先生から、こっち順でお願いします。 
【福井委員】 よかった、発言の機会があって。先ほどから経営の専門家、内容の専門家

というような話がありましたが、ガバナンスとか、それとか効率性とか、そういった、わ

れわれが今まで半分担当してきたもの、これがもしなくなるとすれば、何によって担保す

るかっていったときに、一つ提案ですが、やっぱり情報開示。透明性を高める、ホームペ

ージなどでどこまで赤裸々に透明な情報を出していくかを各独法に、最低でもこれだけは

オープンしなさいというような共通のスタンダードを作っておいて、それに沿った開示の

仕方を徹底させれば、かなりのガバナンスの代わりになると思うんです。ホームページに

よるガバナンスの規律をもうちょっと入れるというのを提案いたします。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。続けて、中村委員、お願いします。 
【中村委員】 私は、水資源機構と住宅金融支援機構と両方の委員をやらせていただきま

した。機構でも全然違う、学術系のものと金融機関に近い形のものの評価をさせていただ

いた中では、やはり独法それぞれの種類、内容に応じた評価方法を検討し、また、福井委

員もおっしゃいましたけれども、公表の方法に関しましても、そういう研究機関について

はより研究する気になる、金融機関に関しては自律ということになると思うんですけども、

規制ということになるかと思うんですけども、それを促すような評価方法等を研究してい

ただければと思います。以上です。 
【家田委員長】 ありがとうございます。長沢委員、お願いします。 
【長沢委員】 はい。私は土木研究所と建築研究所と、それから都市再生機構と３つやら

せていただきまして、いつも研究開発の方については、自分は専門家ではないので、なか

なか評価をするのはいろいろ戸惑いを感じながらも、ただ、日本のこういう研究機関がい

ろいろ素晴らしい研究をしているんだなということで勉強させていただきました。 
 今後の評価ということに関しましては、冒頭、皆様、ご意見がいろいろ出てたところに
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尽きるのではないかなと思っておりまして、第三者性ということはやはり大事なところで

はないかなと考えております。以上でございます。 
【家田委員長】 ありがとうございます。角（すみ）先生、お願いします。 
【角（洋）委員】 私、交通関係の分科会の研究所関係を担当してました。研究所につい

ては、今後も比較的、今までの延長というような形に近い評価がされるのかと思いますけ

ど、私が関係してたのは車とか船とか航空管制とかに関係する研究所でした。これは基本

的に国際標準として日本の技術が認められないと世界に通用しないという世界なので、国

際会議での発表とか、そういうのもかなりこの１０年間でよくやられるようになってきた

なというふうに思っています。 
 効率化っていうことについては、かなり独法になって進んできたと思うんですけど、独

立行政法人の名前のもとになってる独立というのは、本当に独立したかというのは、いま

だに私はよく理解できないところで、このネーミングというのをもう一遍、よく反省して

みる必要があるんじゃないかという気がいたします。 
【家田委員長】 そうですね。ありがとうございます。酒井先生、どうぞ。 
【酒井委員】 私は、海と空の教育関係の委員を途中からやらせていただきました。最初

の印象は、こういう膨大な資料を作るのに、事務局の方が本来の教育機関の業務を横に置

いて、どう時間を捻出されたんだろうというのがずっとございまして、実は今もそういう

素朴な疑問が残っております。今回、この業務がなくなるということは、事務局の方の業

務がなくなるということなのかどうかは、私には分かりませんけれども、今後とも情報開

示ということが、本来業務に忙殺されない中で、インターネットを通じて国民に訴えてい

くというような形が続けられていくことを望みます。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。角（かど）先生、どうぞ。 
【角（紀）委員】 はい。酒井先生がおっしゃったことと同感で、やはり評価というのは、

今までは、特に小さい組織ですと、そのためにものすごいコストがかかると思うので、評

価自体は今後も続くと思いますけれども、やはり本体業務というのをなるべく邪魔しない

ような形でやっていただきたいと思います。 
 それから、もう１つ。私、日本高速道路保有・債務返済機構と住宅金融支援機構と、両

方ともマーケットに対峙した、この中でも少し色の違った独法の評価委員をやっておりま

したけれども、高速道路の方は、ある時から、笹子トンネル以来、借金返済よりも、高速

道路をどう維持管理するかという方にだんだん仕事がシフトしていくにもかかわらず、し

かし、それに合っただけの枠組み、制度的な保障は与えられていないということで、評価

をしていく上で、それぞれの法人がこの体制でいいのかとか、それを支える法律はこれで

いいのかという問題が出てきたときに、そのフィードバックができるような体制というの

を整えていただきたいと思います。 
【家田委員長】 ありがとうございます。上村委員、どうぞ。 
【上村委員】 私は、今のご意見は非常に賛成です。同じように道路債務返済機構と港湾
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空港技術研究所の方の委員をしておりましたが、やはり独立行政法人の目的という、これ

は公共的なミッションと、それから効率であるとか、マネジメントであるとか、事業性で

あるとかそのバランス、どういうふうに取るかというのが非常に大切です。これは特性も

あると思いますし、公共的使命という方をかなり何十％の比率で考えるところもあれば、

もう少し効率とかマネジメントというところにもっと重きを置いた方がよいというような

特性のところもあると思いますし、どちらにしましても、独立行政法人という微妙な公共

とマネジメントのバランスをどう取るかというところを、もう１度、これを機会にグリッ

プし直して、目標設定を考えていくということに対して考え直す良い機会だと思います。 
【家田委員長】 ありがとうございます。井出先生、どうぞ。 
【井出委員】 ３点あります。まず第１点は、各法人で目標の設定が本当に非常にバラバ

ラです。明らかに低すぎる目標をずっと立てていて、いつもＯＫ、ＯＫみたいにやってる

ところもあれば、目標の設定自体、非常に抽象的で、Ｓなのか、Ａなのか、とても判断が

つかないような団体もあります。目標の設定はきちんとしないと評価はできないと痛感し

ました。 
 次に、評価をしていて毎年痛感しますが、出していただいた資料の内容を確認すること

ができません。時間がないということもあります。いろいろ素敵な資料を作っていただく

ことも大切ですが、生のデータで検証することが本当は評価として必要と思います。情報

開示があまり進んでいない部分も少しあるので、今後簡素化するのであれば、徹底的に、

契約の内容から財務内容そのものを外部に出していただければチェックができます。そう

いったことも進めていただきたいなと思っています。 
 ３つ目として、各団体がいろいろ新しい取り組みなりを努力・工夫されていますが、国

民にあまり伝わらないこと、そしてほかの分野で生かされていないことを感じました。例

えば、日本高速道路保有機構では、技術開発に関するインセンティブの仕組みを持ってい

て、これがすごくうまく機能していると私は感じたんですが、それがほかの独立行政法人

や民間企業に全然伝わっていません。ＵＲに関しては、区画整理の課題に直面して乗り越

えた事例があったにもかかわらず、政策に生かされていないこともありましたので、ぜひ

共有していただきたいと思います。 
【家田委員長】 ありがとうございます。石田先生、お願いします。 
【石田委員】 私、３つ担当させていただいて、研究と、けっこう事業量の多い独法と、

ちっちゃな独法で、それぞれ事情が違って、統一感のある評価ってなかなか難しいなと思

っている次第であります。だから、これからそういう特徴をどう反映するかというのはな

かなか難しい仕事だと思いますけども、そのときに１つ本当にお願いしたいのは、フィー

ドフォワードをどうするかというところでございまして、あんまり働いてないから評価疲

れの問題も出てくるでしょうし、目標をできるだけ低く設定しようというふうな動きもあ

るんじゃなかろうかなというふうに想像しております。 
 ですから、読み取った情報をちゃんと予算とか人員配置に反映するような仕組み、ある
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いはそのために評価結果をどう読み解くかということに関して、シェルパみたいなものを

置くということも必要なんじゃないかなというふうに思いますので、それは政策統括官の

お仕事じゃないかなというふうにも思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 
【家田委員長】 ありがとうございます。安藤先生、お願いします。 
【安藤委員】 私は、建築研究所を担当いたしました。目標に対してどういう成果がきち

んとあげられてるかということに、やはり一番基本的に気を遣いながらやっていたつもり

ですけれども、石田先生がおっしゃったように、評価の結果をどうフィードフォワードす

るかということは一番気になっていたことです。もう少し機動的、戦略的に年度計画ある

いは中期計画の見直しに使えればいいのになというふうに思ったことは多々ありますし、

あるいはミッションの見直しというような、より大きな枠組みで検討される必要もあるん

じゃないかというふうに感じたこともありました。こういうことは、一法人のガバナンス

じゃなくて、もう少し大きな意味でのガバナンスの問題になるので、これをどういうふう

にされるのかなというふうに気になってたところです。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。では、反対側に回していただいて、笠先

生からお願いします。 
【笠委員】 ＰＤＣＡサイクルを回す、大臣を中心に回すというときに、先ほどから出て

います、目標が、レベルが非常に違うという話があって、それは大臣がすることによって

かなりレベルが統一できると思うんですけれども、逆に、今までの画一的であったところ

を直すというか、経費は１％毎年減らすとか、事業費３％減らすとかいうような、全部同

じじゃなくて、大臣は、優先順位というんでしょうか。業務の今後の展開なんかを考えて、

目標を、ここはもっと増やしてもいいとか、こっちは減らしていけとかいうようなことを

判断する必要が出てくるわけで、そういうことが目標にきちんと、数値目標のような同じ

レベルでの設定と同時に、国民に対して、この独法は重要だからもっと人も増やし、予算

も増やすんだみたいな、メリハリのついた目標を立てることができるのかどうか。 
 やっぱりそこがすごく評価との関係では重要になってくるんじゃないかということと、

独法ができた時には同時に実施庁というのが外局としてできたと思うんですけれども、実

施庁どこ行ったのという感じで、誰も知らないみたいになってしまっていて、結局、これ

が衣替えをして、もう１つの外局にならないかというのを注目して、研究者としては見て

いきたいというふうに思っております。 
【家田委員長】 ありがとうございます。山田先生、お願いします。 
【山田委員】 はい。私も質問にいくつかコメントを出しましたので、もういいんですが、

あと数点コメントさせていただきます。１つは、ＰＤＣＡとか、そういう流行り言葉に水

を差すかもしれませんが、少なくとも研究レベルのところで業務という言葉を使うことは、

私個人としては嫌いです。もちろん税金でやってるわけですから、それなりの公平性、透

明性、効率性をちゃんと保障しなければならないというのは当たり前ですが。そうした中

で、例えば、この国のあり方、技術のあり方、防災のあり方などというのは哲学的な話に
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なってしまいますが、みんなＰＤＣＡに疲れちゃって、こうした哲学を語るような時間が

ほとんどないというのが現状ですよね。一方でそういうものも残してあげないと次の世代

が育たないのではないでしょうか。単なる瑣末な技術論だけをやれる研究所みたいになっ

てしまうことを恐れます。それは、トップクラスの国際的な研究所がどういう運営の仕方

をしてるかというようなところも大いに参考にして、取り入れてほしいと思っております。

以上です。 
【家田委員長】 ありがとうございます。野城先生、お願いします。 
【野城委員】 はい。私は、ＵＲの評価をさせていただきました。長沢先生や皆さんがお

っしゃいましたように、新しい制度では、第三者性をどう担保していくのかが大変課題だ

という、皆さんの意見に賛成いたします。私事ですが、評価対象の建築研究所の、まだ建

設省の一部局だった時代の職員だったのですが、今、元気がないなと心配しています。 
 建築研究所のカウンターパートで、フランスに CSTB という、やはり官庁に所属した研

究所がございますけども、先日フランスの方に聞くと、やはり元気がない。官庁に縦割り

に付いてる研究所は一般的に研究のスコープが狭くなっていく危険があります。一方、横

割りになっているような研究所、フランスであれば CNRS や、日本では今話題となってい

る２つの研究法人はスコープが相対的には緩やかで柔軟です。 
 ですので、この独法評価制度で研究所のスコープを問えば問うほど、省庁の縦割りの中

だけに活動が閉じこもってしまい、実は横割りで持たなきゃならない問題について手足を

縛ってしまうという傾向がございます。来年度以降は、ぜひ研究機関の取り扱いについて

は、研究所を生かすためには、ミッションの定義も大事ですけれども、横割りに活動でき

るということも含めて評価体系を作っていただきたいと思います。以上です。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。村本先生、お願いします。 
【村本委員】 はい。私は評価される立場、独法にいたこともあるので、よく分かるので

すけれども、いろいろ工夫するのです、評価する時には。ですから、そういうことをあん

まりさせないような仕組みにしないといけないなと思います。 
 それから、私が担当しておりました住宅金融支援機構の場合は、これは元々金融機関な

ので、こういう制度にやっぱりちょっと馴染まないかなという感じがします。 
 もう１つは、財務省の独法評価も受ける。それから、金融庁の監督も受けると。マーケ

ットの評価と格付機関の評価も受けると。要するに、ガバナンスをたくさん受け過ぎるわ

けです。ですから、あんまり評価に対してそんな時間取らせるなと。もっと本業に専心し

て欲しいという、そんな感じがしておったということはございます。以上です。 
【家田委員長】 そのお話に尽きますね。宮下先生、お願いします。 
【宮下委員】 客観的な評価をいかに担保するかにつきましては、いろいろなご意見、出

ておりますので、ぜひそれは生かしていただきたいと思います。今回、大きな違いは、主

務大臣が評価される。評価されるというよりも、むしろ、やはり各独法、何をすべきかと

いう重要な課題というのはそれぞれ異なっていると思うんです。私、教育機関でしたけれ



22 
 

ども、どのようにして人を集め、どのようにして卒業させていくか。入学と就職のところ

ですけども、その辺りも重要になるでしょうし、その辺りのメリハリのついた、先ほど笠

先生も若干おっしゃったんですけれども、各法人ごとに何をすべきかというしっかりした

課題をやはり主務大臣が与えられて、それについてしっかり評価すると。そういうような

システムを、こういう評価が変わるんですから、ぜひ取り入れていただきたいと思います。

今までの、それは参考になるでしょうけども、それをベースにしながらというような感想

を持っております。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。三上先生、お願いします。 
【三上委員】 はい。私は、法律が変われば新しい国立研究開発法人に分類される方を担

当しておりましたけども、資料１を見ますと、６研究所あって、最低でＡランク。たぶん、

ここら辺、気を付けないと、また同じようなということで、失敗してもいい、戦略的っち

ゅうか、改革的っちゅうか、そういうテーマも取り上げれるような仕組みを作ってほしい

と。それはそれで、失敗するかもしれないけれども、万が一失敗したとしても評価できる

ような、そういう仕組みをぜひ取り入れてほしいなと思います。 
 それと、あともう１つお願いは、やっぱり人材育成っちゅうか、それもぜひ心がけてほ

しいと思います。以上です。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。前川先生、お願いします。 
【前川委員】 はい。私、鉄道・運輸機構を担当いたしました。今まで皆さんのご意見に

も賛成でございますが、本当に組織の目標設定が、組織を生かすも殺すもそこに帰着する

のかなということを改めて実感をさせていただきました。 
 それで、行政の関係ですけども、外部要因は常に変わっていってるわけですので、常に

ベストであるということはあり得ないということで、やっぱり絶対値の評価もそうですけ

ども、変化率といいますか、変化できる、できてないというところも組織の、大きく評価

になるだろうというふうなことを今回の手続きのところで感じた次第です。以上。 
【家田委員長】 どうもありがとうございます。堀田先生、お願いします。 
【堀田委員】 もう皆さん、おっしゃってましたけども、評価委員会のミッションってい

うのは、客観的とか中立的な立場でその評価をするということで、私も肝に銘じて進めて

まいりましたけども、一方で、事情をいろいろと知るにしたがって、組織としてより良く

なるためにはどうしたらいいかという改善提言をすることももう１つの大事な任務じゃな

いかなというふうな気持ちになってきました。そういう意味で、今後の評価方式がどうい

う形になるかは分かりませんけれども、もう１つの陰の役割なんだろうと思うんですけど

も、組織の良いところをより引き出して、そして活性化するような、そういうような力が

働くような仕組みを作っていただきたいと願っております。 
【家田委員長】 どうもありがとうございました。私も皆さんがおっしゃったこと、ほと

んどというか、全部賛成でございます。したがって、それに加えて１つ、２つだけ、気が

付いたことを申し上げようと思うんですけども、感覚的に言うと、今までやってきた、あ
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るいは下手するとこれからもやることになるところの評価というのが、ともするとビュー

ロクラティックになるんですよね。それから、書類審査的になって、紙の上の話になると

いう面が強いなって感じ、持ってます。 
 もしそういう部分を総務省の方でやってくれるなら、なおかつまた、主務大臣の方で何

らかのそういう組織を作って、そのサポーティブな有識者で作るんだとすると、もうちょ

っとこっちでやるべきは、ビューロクラティックな方法のような方向よりは、生っぽい評

価みたいな面を入れた方がいい。例えば、プロフェッショナルだと、現地行ったり、現物

見たり、現場の人というか、やってる人を見ると、もうそれだけで、ちゃんとやってるか、

「どうもちょっと怪しいよ、ここは」というのは分かっちゃうんですよね。そういう生っ

ぽい評価みたいなものを少しＤＮＡで取り込む余地もあるんじゃないかなって感じを僕は

持ってます。 
 もう１つだけ申し上げると、今までやってるのは、端から端までもう全部評価するって

感じでしょ、１個ずつ。実はそんなことはなくて、例えば、１日、人の暮らしを見ても、

起きて、顔洗って、歯磨いて、それで何かしてというのを端から端まで日記に書くばかは

いないですよね、子供じゃないし。一番勘所をやればいいんですよね。全てを評価するん

じゃなくて、一番この組織がヤバいなって思ってるところと、一番この組織がチャレンジ

しようと思ってるところだけをやるとか、逆にまた、主務大臣のところはそういうところ

だけに有識者の力を借りるとか、そういう面もあるんじゃないかななんていう感想を持ち

ました。皆さんのに付け加えて２つだけ申し上げさせていただきました。 
 １０分遅れでスタートして、１４分遅れで到着いたしまして、私の司会は以上とさせて

いただきたいと思います。あとは事務局、お願いします。 
【林政策評価企画官】 本日は長時間にわたりまして、誠にありがとうございました。本

日の委員会の内容につきましては、議事録を作成の上、速やかに国交省のホームページに

て公表させていただきます。議事録につきましては、後日、委員各位に送付させていただ

きますので、発言内容のチェックをお願い申し上げます。また、資料が大部でございます

ので、よろしければ事務局より郵送させていただきますので、このまま机の上に残してお

いていただければと思います。以上でございます。 
【家田委員長】 では、終わりましょうか。どうも皆さん、ご苦労様でございました。 

 


